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３．研究報告 

３．１ 南関東の地震像の解明 

３．１．１ 首都圏での地震発生過程の解明 

３．１．１．１ 首都圏主部での地震発生過程の解明 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

首都圏地震観測網（MeSO-net）の観測データによって、首都圏のプレート構造の解明を

進め、プレートの詳細な構造と 2011 年 3 月 11日以降活発化した地震活動の関係を解明し、

将来発生が予想される首都直下地震の地震像（地震規模、地震発生頻度、発生場所）を解

明する。首都圏の地盤の揺れの特性を解明する。そのために、MeSO-net を維持・補修し、

観測データを蓄積する。首都圏主部、特に、東京湾域、房総半島域などの地震活動に注目

し、詳細なプレート構造を解明するための調査研究を行う。「データ収集・処理・公開セン

ター」を運用する。  

 

(b) 平成 28 年度業務目的 

1）首都圏及び東京湾に整備された 296 か所の中感度地震観測点と房総半島に整備された

25 か所の房総アレイ観測点からなる首都圏地震観測網（MeSO-net）を維持・管理し、自

然地震観測を行う。必要に応じて、老朽化した一部設備の補修等を行う。  

2）国立大学法人東京大学地震研究所の「データ収集・処理・公開センター」の整備を進め

て、MeSO-net の自然地震観測データを収集・処理する。また、サブプロジェクト②が建

物に設置した地震計のデータを収集する。これらの収集データは、サブプロジェクト①

で実施する解析やデータの利活用、サブプロジェクト②の地盤－基礎－建物系の応答の

研究における観測データ、サブプロジェクト③に提供する情報として活用される。  

3）収集した MeSO-net のデータを、国立研究開発法人防災科学技術研究所の「統合・保管

センター」と神奈川県温泉地学研究所に送信する。共同研究者等にウェブを利用したデ

ータの提供を行う。また、サブプロジェクト②が設置した地震計のデータと MeSO-net

のデータをサブプロジェクト②と共有する。  

4）2）で収集・処理されたデータをこれまでに国内で設置された既存観測点のデータと併

せ、震源決定法・地震波トモグラフィー法等の手法を用いて、震源分布や地震波速度と

非弾性常数の三次元的分布等の解析を進め、予察的な関東地方のプレート構造を求める。

また、収集したデータ等を用いて、MeSO-net の観測点地表における震度相当値の補正値

等を求め、震度予測の高度化のための手法を検討する。  

5）1）～4）で得られた情報を首都圏での中小地震と大地震の発生過程の関係の解明のため

に課題(1)ｃ「首都圏での中小地震と大地震の発生過程の関係の解明」に提供する。  
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(2) 平成 28 年度の成果 

(a) 業務の要約 

1）首都圏及び東京湾に整備された 296 か所の中感度地震観測点と房総半島に整備された

25 か所の房総アレイ観測点からなる首都圏地震観測網（MeSO-net）を維持・管理し、自

然地震観測を行った。必要に応じて、老朽化した一部設備の補修等を行った。  

2）国立大学法人東京大学地震研究所の「データ収集・処理・公開センター」の整備を進め

て、MeSO-net の自然地震観測データを収集・処理した。また、サブプロジェクト②が建

物に設置した地震計のデータを収集した。これらの収集データは、サブプロジェクト①

で実施する解析やデータの利活用、サブプロジェクト②の地盤－基礎－建物系の応答の

研究における観測データ、サブプロジェクト③に提供する情報として活用された。  

3）収集した MeSO-net のデータを、国立研究開発法人防災科学技術研究所の「統合・保管

センター」と神奈川県温泉地学研究所に送信した。共同研究者等にウェブを利用したデ

ータの提供を行った。また、サブプロジェクト②が設置した地震計のデータと MeSO-net

のデータをサブプロジェクト②と共有した。  

4）2）で収集・処理されたデータをこれまでに国内で設置された既存観測点のデータと併

せ、震源決定法・地震波トモグラフィー法等の手法を用いて、震源分布や地震波速度と

非弾性常数の三次元的分布等の解析を進め、予察的な関東地方のプレート構造を求めた。

また、収集したデータ等を用いて、MeSO-net の観測点地表における震度相当値の補正値

等を求め、震度予測の高度化のための手法を検討した。  
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5）1）～4）で得られた情報を首都圏での中小地震と大地震の発生過程の関係の解明のため

に課題(1)ｃ「首都圏での中小地震と大地震の発生過程の関係の解明」に提供した。  

 

(b) 業務の成果 

1) 首都圏地震観測網（MeSO-net）による自然地震観測 

a) 観測網の維持 

本プロジェクトでは、首都圏地震観測網（MeSO-net）を維持し、得られたデータを有効

に活用した研究を進めている（図 1、P18.）。MeSO-net は、文部科学省委託業務「首都直下

地震防災・減災特別プロジェクト（2007 年－2011 年）」（前プロジェクトと呼ぶ。）におい

て、首都圏における地震活動や地下構造等を明らかにするために構築された（平田・他 , 

20091), 汐見・他, 20092)）。この観測網は、296 ヶ所の地震観測点からなり、各観測点では

約 20 m のボアホールに 3 成分の加速度計が設置されている（図 2、P.18）。測定データはボ

アホールの孔底でディジタル変換され、ISO11898 に準拠したシリアルバス（CAN バス）

を用いて接続された地上部装置へ伝送されている。人工ノイズの多い地表から離れたこと、

温度変化の少ない地中で測定したこと、すべてディジタルで伝送したこと等から、都市部

における地震観測としては、十分なシグナルを得ることができている。地上装置は、イン

ターネットを利用して地震研究所のデータセンターまで送信するが、回線の混雑時や回線

断の時には自ら判断してメモリにデータを蓄積し、回線が空いてきた時に改めて送信する

といった再送機能を有した自律協調型の装置である。さらに、停電時にも稼働できるよう

にバッテリーを備えているため、データの欠落はほとんどなく、24 時間 365 日ほぼすべて

のデータを収集している。  

地上部装置は観測装置の制御部として重要な機能を有しているだけでなく、データセン

ターにおける各装置の動作状況の監視を円滑かつ自動的に行うため、 SNMP（Simple 

Network Management Protocol）を利用した監視システムを導入した。これにより、少人数

での観測網の運用が可能となっている。また、データセンターから遠隔操作で観測装置の

ファームウェアの更新や各機能の制御パラメータの変更を行うことができ、保守に係る人

的・時間的コストの軽減を実現した。データセンターで収集されたデータは、国立研究開

発法人防災科学技術研究所および神奈川県温泉地学研究所へ送られ、周辺の既存観測点の

データと共に統合され、研究や高精度処理に利用されている。これらのデータは、共同研

究として本プロジェクト以外の研究者と共に地震防災に関わる様々な研究に利用されてい

る。さらに、WEB を使って教育関係者等へも渡されていて、防災教育や理科教育にも利用

されている。  

 

b) 老朽化した設備の移設及び交換 

 今年度は、6 観測点（太東小学校、七郷小学校、日吉台小学校、高松中学校、増穂北小

学校、南白亀小学校）で地震計の交換を行った。原因は不明であるが、ある成分だけに不

具合が生じ、正しい記録を得られない状態が続いていたため、地下にある地震計を引き上

げ、新しい地震計と交換した。その他、昨年度までの総合調査で不具合の見られた観測点

において、あらためて点検と修理を行った。バッテリーの交換が 39 ヶ所あり、正常な観測

が維持できるように努めた。なお、今年度のルーター電源の不具合は、6 ヶ所であった。
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これで、のべ 44 ヶ所になるが、そのうち 2007 年度設置観測点が 39 ヶ所である。  

 

2) データ解析 

a) 震源分布 

今年度は、これまでに処理してきた解析結果を整理した。MeSO-net で収録したデータは、

周辺のテレメータ観測点のデータ（東京大学地震研究所、気象庁、国立研究開発法人防災

科学技術研究所、神奈川県温泉地学研究所）と統合して、気象庁一元化処理震源カタログ

に基づき以下の基準で選んだものである。  

 

・北緯 34.85 度～36.60 度、東経 138.8 度～140.8 度、マグニチュード 2.5 以上  

・北緯 35.40 度～36.00 度、東経 140.8 度～141.1 度、マグニチュード 4.0 以上  

 

これらの地震に対し、各観測点の P 波到着時刻、S 波到着時刻、最大振幅、P 波初動振

動方向を読み取り、震源決定を行ったものである（図 3、P.19）。2010 年 12 月 19 日から

2015 年 3 月 15 日の期間に発生した地震の中から 1,947 個の地震を選び出した。読み取り

数の合計は P 相が 508,200 個、S 相が 279,583 個、最大振幅が 529,115 個、初動振動方向が

288,028 個である。震源決定には、前プロジェクトと同じく地震研究所の通常処理で使用

されている 1 次元 P 波速度構造を使用した。また、Vp/Vs 比を 1.73 と仮定して求めた S 波

速度を用いた。最初の震源決定後、観測走時と計算走時の差の平均値を基に観測点補正値

を決定した。観測点補正値を求めるために使用した地震は、今年度の処理データに加えて

昨年度の処理データを合わせたものの中から、東経 138 度から 141 度、北緯 34 度から 38

度、深さ 150 km 以浅で発生した地震のうち、P 相、S 相ともに 50 個以上の読み取りのあ

る 507 イベントである。観測点補正値の分布を図 4（P.20）に示す。 

 

b) 地震波速度構造 

MeSO-net で取得したデータ及び既存のデータを用いて、二重走時差トモグラフィー法

（Double-difference tomography）（Zhang and Thurber, 20033)）による走時データ・インバー

ジョン解析を行い、首都圏の地震波速度構造の推定を試みた。群列配置された観測網に本

手法を適用して地震波速度構造を推定することは、Kato et al. (2009)4)などの研究により、

震源の相対走時の精度を向上させ結果として分解能の向上に寄与することが示されている。

さらに列状配置された観測網間も、地下深部であれば精度良く推定されることが示されて

いる。本解析は、基本的には Hagiwara et al. (2006)5)が房総半島を中心とした関東地方を対

象領域として行ったトモグラフィー解析を参考にした。解析には、前項 a)で作成した

MeSO-net および定常観測網の検測値データを利用した。  

解析グリッドの水平位置は、東西方向(X)と南北方向(Y)に基本的には 10 km 間隔（都心

部は 5km、外周部は 20 km 間隔）となるようにグリッドを配置した。また、深さ方向 (Z)

は、深さ 70 km までは 5 km 間隔に、それ以深は 80、90、100、150 km にグリッドを配置

した。インバージョン解析用の初期速度構造および初期 Vp/Vs として、国立研究開発法人

防災科学技術研究所高感度地震観測網が、ルーチン処理で用いている構造（鵜川・他 , 19846））

を採用した。インバージョン解析に使用した地震は、2010 年 12 月 19 日から 2015 年 3 月



12 

 

15 日までに発生した計 1,871 個で、気象庁一元化処理震源カタログのうちマグニチュード

2.2 以上の地震に相当する。使用した走時データの内訳は、絶対走時データは P 波が 476,730

個、S 波が 303,797 個であり、二重走時差データは P 波が 944,771 個、S 波が 612,383 個

である。その結果、速度構造の分解能が向上し、前プロジェクトで得られた速度構造と矛

盾しない結果が得られた（図 5、P.21）。  

 

c) 非弾性常数の三次元分布 

首都圏下に沈み込むプレート構造と首都圏で発生する地震活動との関係を理解するた

めに地震波の減衰構造（Q 構造）を求めた。これまでも、地震波減衰構造に関して調べら

れてきた。日本全国の大規模構造に対しては、たとえば Jin and Aki (2005)7)や Edwards and 

Rietbrock (2009)8)、関東地方の地域的な減衰構造に対しては、ボアホール観測記録を利用

した Kinoshita (1994)9)や Yoshimoto and Okada (2009)10)、強震動記録を用いた Nakamura et al. 

(2006)11)などが知られている。しかしながら、それらは観測点密度が不十分であるため得

られる減衰構造の分解能が低く、沈み込むプレート境界やプレート内の物質特性を知るた

めに十分な精度とは言えない。前プロジェクトで構築された MeSO-net の観測点間隔は 2

～5km と稠密であるため、首都圏下の減衰構造が従来よりも高空間分解能で得られること

が期待される。  

 まず、MeSO-net で観測された地震波形記録に対して、震源から観測点までの地震波の減

衰効果を表すパラメータ（𝑡∗ 、𝑓𝑐）を求める。一般に観測された波形のフーリエスペクト

ル𝐻(𝑓)は、震源スペクトルと地震波伝播経路と観測点直下での減衰または増幅の効果の積

として表わされる。本研究では Brune (1970)12)の震源モデルを用い、観測されたスペクト

ル𝐻(𝑓)が以下の式(1)（例えば、Boatwright, 197813); Lindley and Archuleta, 199214)）で表わさ

れるとして、𝑡∗を求めた。 

𝐻(𝑓) =
Ωo exp(−𝜋𝑓𝑡∗)

(1 + (
𝑓
𝑓𝑐

)
2𝛾

)

1
2

 
(1) 

ここで、𝑓は周波数、Ω0は周波数𝑓 = 0のスペクトル振幅、𝑡∗は地震波伝播経路での減衰

の影響を表すパラメータ、𝑓𝑐はコーナー周波数、γは震源スペクトルの周波数依存性を決め

るパラメータである。本研究では、γ = 2とし、オメガ二乗（𝜔2）震源モデルを用いた。観

測された加速度波形を 2 回積分して変位波形を求めてからフーリエ変換してフーリエ振幅

を求めた。積分に伴うドリフトを補正するためにハイパスフィルター（0.2 Hz）を通した

地震波形に対し、P 波到着時刻 1 秒前から 3 秒後の範囲でスペクトルを求め、理論スペク

トルに合致するΩ0、𝑡∗、𝑓𝑐をグリッドサーチで得た。  

観測された地震波のスペクトルを見ると、6～18 Hz の周波数範囲での増幅度が大きく、

これは主に関東盆地の厚い堆積層の影響と考えられる（図 6、P.22）。推定された見かけの

コーナー周波数𝑓𝑐はばらつきが大きく、推定された𝑡∗も同様にばらついていた。そこで本研

究では、安定した𝑡∗を求めるために、一つの地震に対してはどの観測点でも同一の𝑓𝑐である

と仮定して、平均的な𝑓𝑐を利用することにした。走時差が 1 割以下である隣接した観測点

を選び、平均フーリエスペクトルを求め、これをその地震に対するコーナー周波数𝑓𝑐とし

た。この𝑓𝑐を用いて、観測点ごとのΩ0と𝑡∗を推定した。  



13 

 

一方で、𝑡∗は減衰の程度を示す𝑄と地震波速度𝑉の関数で表すことができる（例えば、

Wittliger et al., 198315); Hough et al., 198816); Lees and Lindlay, 199417)）。観測記録から得られ

る𝑡∗は波線経路上の𝑄の積分と観測点の付近のサイト効果を示す𝑡0
∗から(2)式になる。  

𝑡∗ = 𝑡0
∗ + ∫

1

𝑄𝑉ray path

𝑑𝑠 (2) 

この式は、地震波速度トモグラフィー解析と同様の手法を適用して、速度𝑉の替わりに

減衰𝑄に関するインバージョン解析を行うことで、多数の地震の𝑡∗値から減衰𝑄の 3 次元分

布が得られることを示している(Thurber and Eberhart-Phillips, 199918); Rietbrock, 200119)）。  

本研究では、2008 年 4 月 1 日から 2015 年 2 月 9 日までに発生した地震のうち、計測震

度が 0.5 以上で、なるべく多くの観測点で S/N の良い記録を得ることができた 3,174 個の

地震を選び、𝑡∗を求めた（図 7、P.22）。得られた𝑡∗を用いて地震波減衰トモグラフィー解

析(SIMUL2000)(Thurber and Eberhart-Phillips, 199918); Rietbrock, 200119)）を行い、P 波の減

衰構造（Qp 分布）および S 波の減衰構造（Qs 分布）を推定した。空間分解能テスト（図

8、P.23）から、水平方向に 10 km 間隔、深さ方向に 10 km 間隔で格子点を配置した。初期

速度構造は 3 次元構造を用い(Hirata et al., 201220)）、初期減衰構造(Qp および Qs）は、深さ

0 km で 116、深さ 0 km 以深では 400 で、水平方向に一様とした。観測点直下の地盤の違

いを考慮するために、観測点毎に求めた𝑡∗の残差の平均値を初期𝑡0
∗として、再び式(2)を解

くことを 5 回くりかえして最終的な𝑡0
∗とした(Lee et al., 201021)）。得られた𝑡0

∗は、観測点近

傍の基盤増幅率（国立研究開発法人防災科学技術研究所地震ハザードステーション

J-SHIS22)）と特に相関が高いわけではなかった。MeSO-net の地震計は、工学的基盤に近い

約 20 m のボアホール底に設置されているため、最も大きな減衰効果を示す地表浅部の影

響を受けにくいことが原因と考えられる。従って、得られた𝑡∗は深部における減衰の効果

をより多く反映していると考えられる。  

得られた首都圏下の P 波の減衰構造から千葉県西部や東京都東部における深さ 40 km 付

近には低 Q 域が存在し、フィリピン海プレート内の太平洋プレートと接合している領域と

対応することがわかる。一般的に古くて冷たいプレート内部では Q 値は高いと考えられて

いる（宇津 , 200123)）が、沈み込むフィリピン海プレート内部は低 Q 値であり、先行研究

で P 波と S 波の地震波速度比（Vp/Vs）が大きいとされている部分である（Kamiya and 

Kobayashi, 200024)）。この領域では、フィリピン海プレートの下に太平洋プレートが沈み込

んでいて、海洋プレート内部の岩石が脱水反応を伴う変成作用が起こる深さに達している

と考えられている。この領域における低 Q 値、高 Vp/Vs は、太平洋プレートから脱水した

水が浅部にあるフィリピン海プレート内にとどまり、プレート内部のカンラン岩に蛇紋岩

化が起こり始めている可能性を示唆する（笠原・他 , 200325)）。同じ地域の S 波の減衰構造

でも同様な低 Q 域が存在するが、P 波の減衰構造と比べて顕著ではない（図 9、P.24、図

10、P.24）。 

本研究で得られた減衰構造で、首都圏で観測される震度分布の不均質を説明することが

できる。例えば、太平洋プレート上面の地震では、震源地直上ではなく、東京都東部で最

大計測震度が観測されることがある（図 11、P.25）。フィリピン海プレート内の低 Q 域を

通過した地震波がより大きく減衰すると考えれば、定性的にはこの観測事実を説明するこ

とが可能である。地震観測記録の無い歴史上の地震における震源地を被害分布に基づき推
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定する際は、地盤構造だけでなく、このような地殻内やプレート内の減衰の効果を考える

必要がある。本研究で得られた減衰構造と速度構造を統合して解釈することにより、沈み

込むプレートの物質特性を知ることができる。これらの成果を利用することでより現実的

な強震動シミュレーションが可能になり、首都圏の地震防災・減災に寄与すると考えられ

る。  

 

3) 発震機構解の分布 

 今年度処理を行った MeSO-net および定常観測網の検測値データを課題(1)ｃ「首都圏で

の中小地震と大地震の発生過程の関係の解明」へ提供し、HASHv2（Hardebeck and Shearer, 

200226)）を修正したプログラムを用いて発震機構解を求めた（3.1.3 節図 1、P.106）（詳細

は 3.1.3 節を参照）。  

 

4) 地震防災知識の普及、防災意識の啓発への活用 

地震防災知識の普及のため、MeSO-net を設置した学校等では収集したデータを閲覧できるよ

うにウェブを運用している。さらに、防災意識の啓発に活かすための教育者や研究者、行政関係

者等とのメイリングリストを運営している。一方で、MeSO-net を設置した学校や関係自治体

等では、防災意識の啓発を目的とした出張授業や講演会を行った（詳細は 3.3 節を参照）。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」で構築した首都圏地震観測網(MeSO-net)

に対して総合点検や監視を行い、正常にデータを収集するように観測網を維持した。その

観測データは周辺の既存観測データと統合され、「データ収集・処理・公開センター」を運

用した。それらのデータを利用して、震源決定、速度構造解析、減衰構造解析、発震機構

解解析などの解析を行って、首都圏のプレート構造の解明を進めた。プレートの詳細な構

造と 2011 年 3 月 11 日以降活発化した地震活動の関係や、将来発生が予想される首都直下

地震の地震像（地震規模、地震発生頻度、発生場所）を明らかにするための基礎的の情報

を得ることができた。首都圏主部、特に、東京湾域、房総半島域などの地震活動に注目し、

詳細なプレート構造を解明するための調査研究を行った。  

このデータは、本プロジェクトの各サブテーマにも提供され、将来発生が予想される首

都直下地震の地震像（地震規模、地震発生頻度、発生場所）を解明し、首都圏の地盤の揺

れの特性の解明を推進する。  
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図 1 観測点分布。首都圏 296 ヶ所に設置された観測点を維持。  

 

 

図 2 観測点の概要。地下 20m の深さに地震計が設置され、その信号をテレメータ装置が、

地震研究所へ 24 時間 365 日連続して送信している。  
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図 3 震源分布。これまでに処理した震源(2010 年 12 月 19 日～2015 年 3 月 15 日)。色は震

源の深さを表し、暖色系の色は浅い震源に対応する。  
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図 4 観測点補正値分布（上図：P 波、下図：S 波）。赤は、平均的な速度構造より遅いこ

とを補正する観測点。  
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図 5 P 波速度構造（南北断面）。左図：P 波速度、右図：チェッカーボードテストの結果。

上から順に西（東経 139.625 度）から東（東経 140.125 度）へ向かっての断面図が

並んでいる。  
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図 6 観測波形のスペクトルと得られた t*（青山高校）。  

上図に波形記録を示す。緑線が解析窓、赤線はノイズ波形の解析窓に対応する。  

 

図 7 減衰トモグラフィー解析に利用した震源分布と観測点。  
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図 8 チェッカーボードテストの結果（上図）とｔ＊の分布（下図）。今回は、水平 10 km、

深さ 10 km の格子点間隔で解析したため、Qp に関しては、深さ 60 km 程度（フィリピン

海プレート）まで赤青のパターンが再現できていて、信頼できる結果と言える。Qs に関し

ても、地域によっては、深さ 50 km 程度までが信頼できる結果と言える。波線が多い所ほ

ど（DWS の値が大きいほど）、解像度が高いことが分かる。  
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図 9 上図に示した 3 つの領域下の Qs と Vs の東西断面図。中図の色は Qs の大小を表し、

暖色は Qs が小さい（減衰が大きい）。下図の色は Vs の大小を表し、暖色は Vs が小さい（遅

い）。下図の破線はプレートの上面、丸印は速度構造解析に使用した地震。  

 

図 10 上図に示した 3 つの領域下の Qs と Vs の南北断面図。中図の色は Qs の大小を表し、

暖色は Qs が小さい（減衰が大きい）。下図の色は Vs の大小を表し、暖色は Vs が小さい（遅

い）。下図の破線はプレートの上面、丸印は速度構造解析に使用した地震。  
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図 11 2015 年 9 月 12 日に東京湾の深さ約 62kmで発生した M5.3 の地震のときに MeSO-net

で観測された波形から計算した計測震度相当値の分布図（暖色ほど計測震度が大きい）。

必ずしも震源地の近傍で計測震度は大きくならず、東京都 23 区東部、東京都―神奈川県

境等で揺れが大きかったことがわかる。  


